
第２期大阪府アルコール健康障がい対策推進計画 第２章 現状と課題
第１節 大阪府のアルコール健康障がいをめぐる現状

１.飲酒者の状況
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資料１

※計画策定後に最新データが公表されていない。
令和8年以降に更新される予定。

【出典】厚生労働科学研究費補助金による研究班の調査

（３）20歳未満の者の飲酒状況

【出典】令和４年度大阪府健康づくり実態調査

【出典】国民健康・栄養調査（厚生労働省）、大阪府民の健康・栄養状況（大阪府）

※計画策定後に最新データが公表されていない。
令和７年中に更新される予定。

※計画策定後に最新データが公表されていない。
令和8年中に更新される予定。

（１）飲酒習慣のある者の状況 （２）生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の状況
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単位：L（リットル）
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（４）妊娠中の者の飲酒状況

府の妊娠中の者の飲酒状況は2.5％と横ばいであり、全国を上回っている。

アルコール販売（消費）数量 は 60３,８２１kL（令和5年度）で、平成25年からの増減率は、88.0％と減少傾向である。

【出典】統計情報（大阪国税局）

（５）アルコール販売（消費）数量の推移

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

670,332 672,889 677,844

88.0%

656,230 618,991 592,376 603,821
消費数量
（KL）

増減率
（平成25年度基準）

609,600

88.9%95.7% 90.2% 86.4%100% 94.4% 99.6% 97.7% 98.1% 98.8%

685,950 647,299 682,876

【出典】健やか親子21（厚生労働省）
乳幼児健診査回答状況（大阪府）

令和3年度 ４年度 ５年度

国 0.9% 0.9% 1.0%

大阪府 2.5% 2.3% 2.5%
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（６）近畿地方2府4県の成人1人当たりの販売（消費）数量の推移

（７）全国における成人1人当たりのビール販売（消費）数量の推移

成人一人当たりのビール販売（消費）数量について、25.0L（令和5年度）で都道府県で4位となった。

【出典】酒のしおり（国税庁）

【出典】酒のしおり（国税庁）

都道府県 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 ４年度 5年度

滋賀 63.5 60.2 62.8 61.4 58.6 58.0 58.7 60.1 56.1 55.4 55.1

京都 85.0 83.9 85.8 83.4 83.3 82.8 81.8 76.6 74.1 77.3 80.0

大阪 94.1 88.8 93.6 91.6 91.8 92.4 89.2 83.6 80.1 82.4 81.6

兵庫 80.1 77.2 78.5 76.5 75.7 75.1 73.3 71.2 70.7 71.8 69.1

奈良 65.5 63.3 62.5 61.5 62.2 64.3 59.9 59.2 59.3 60.7 55.5

和歌山 81.8 79.7 77.9 75.8 75.8 76.3 76.5 72.6 72.9 79.8 77.9

全国平均 82.8 80.3 81.6 80.9 80.5 79.3 78.2 75.0 74.3 75.4 75.6

大阪

京都

和歌山兵庫
奈良

滋賀

（L）

１位 東京都 44.0 東京都 42.5 東京都 39.8 東京都 36.8 東京都 27.4 東京都 29.3 東京都 33.7 東京都 35.9

２位 大阪府 31.1 大阪府 29.9 大阪府 29.3 大阪府 26.8 大阪府 20.4 北海道 21.3 北海道 24.0 北海道 26.9

３位 高知県 28.4 京都府 27.4 京都府 26.5 京都府 25.5 北海道 19.9 富山県 20.9 富山県 24.0 京都府 25.1

４位 京都府 27.8 高知県 27.1 高知県 25.7 北海道 24.8 高知県 19.6 高知県 20.5 大阪府 23.7 大阪府 25.0

５位 北海道 27.2 北海道 26.3 北海道 25.2 富山県 24.3 長野県 19.3 秋田県 20.3 高知県 22.9 富山県 24.7

25.4 24.4 22.9 21.5 17.2 17.9 20.2 21.5

4年度 5年度

全国平均

28年度 29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度

１.飲酒者の状況

成人一人当たりの販売（消費）数量について、81.6L（令和５年度）で近畿地方２府４県の中で
１番多い。



飲酒運転による事故件数は147件、死亡者数は11人、けが人数は193人
（令和6年）であった。平成29年以降、減少傾向にあったが、令和４年以降
増加傾向である。

【出典】交通事故統計（大阪府警）

２.アルコール健康障がいに関連して生じる問題の状況

（１）飲酒に起因する身体症状での救急搬送数の状況

飲酒に起因する身体症状での救急搬送件数は、7,165件（令和６年）で、
年代別では20歳代が最も多く、20歳未満の者でも、3１８名が飲酒に
よって救急搬送されている。

単位：件

（２）飲酒運転による事故件数

【出典】大阪府救急搬送支援・情報収集・集計分析システム（ORION）（大阪府）
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20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代 合計

令和２年 295 2,629 843 778 781 618 531 157 11 6,643

令和３年 227 2,099 653 594 623 437 358 103 7 5,101

令和４年 285 2,622 874 661 685 445 372 141 5 6,090

令和５年 301 3,071 1,054 731 774 498 427 141 8 7,005

令和６年 318 3,251 1,071 672 782 510 406 145 10 7,165

平成27年 28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

事故件数(件) 192 191 207 181 174 151 131 159 159 147

死亡者数(人) 10 11 12 6 14 9 8 9 5 11

けが人数(人) 264 251 269 230 233 214 169 209 206 193



【出典】大阪府警 運転免許課調べ

【出典】大阪府地域保健課調べ

２.アルコール健康障がいに関連して生じる問題の状況

運転免許の取消処分者講習における飲酒取消講習の占める割合は、
２９．９％（令和６年）で、取消講習全体数、飲酒講習数ともに減少しているが、
構成率はほぼ横ばいが続いている。

（３）運転免許の取消処分者講習に占める飲酒取消講習の状況 （４）自殺未遂者支援のうちのアルコール問題が疑われた件数

大阪府自殺未遂者相談支援事業※の中で支援した人のうち、アルコール問題
が疑われた人の割合は4.2％（令和６年度）で、経年でみると、概ね横ばいで
推移している。
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取消講習
全体数(件)

飲酒講習(件） 構成率

平成26年 2,885 836 29.0%

　27年 2,690 795 29.6%

　28年 2,520 780 31.0%

　29年 2,390 683 28.6%

　30年 2,502 688 27.5%

令和元年 2,439 668 27.4%

　２年 2,274 653 28.7%

　３年 2,357 673 28.6%

　４年 2,004 628 31.3%

　５年 1,819 571 31.4%

　６年 1,632 488 29.9%

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

アルコール問題なし 550 641 657 696 686

アルコール問題あり 27 33 34 38 30

計 577 674 691 734 716

割合 4.7% 4.9% 4.9% 5.2% 4.2%

※大阪府自殺未遂者相談支援事業：保健所等が、警察署から情報提供を受けた
相談を希望する本人・家族に対して、関係機関と連携し、相談支援を実施
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【出典】大阪府地域保健課調べ

３．アルコール健康障がい（依存症）の状況

保健所や精神保健福祉センター等において、アルコール健康障がいに関する
相談支援を実施。令和６年度の相談人数は1,901人であり、令和5年度より
減少した。

自立支援医療（通院による精神科治療のための医療費の自己負担軽減を図
る制度）を受給して通院している人のうち、アルコールに関連する病名で通
院した人は、推計3,７８０人（令和6年度）で、令和2年度以降、減少傾向にあ
る。

自立支援医療を受給している人のうち、アルコールに関連する病名で通院した人について、
下記の計算式により推計。アルコール依存症のある人の通院者数を正確に把握することが
困難なため、ここでは、自立支援医療を受給している人のうち、アルコールに関連する病名で
通院する人数を示している。

大阪府人口

（大阪市・堺市含む）

自立支援医療を受給し、アルコールに関連する病名が

診断されている人数（大阪市・堺市除く）

大阪府人口（大阪市・堺市除く）
×

（２）アルコール依存症のある人の通院者数（推計）

【出典】大阪府地域保健課調べ

（１）保健所等における相談人数

（人）
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【出典】精神保健福祉資料調査（国立精神・神経医療研究センター）

【出典】大阪府地域保健課調べ
毎年6月30日時点の精神病床における在院患者の情報を集計

３．アルコール健康障がい（依存症）の状況

（３）アルコール依存症のある人の精神科病院入院者数

アルコール依存症のある人で、精神科病院に入院している入院者数は
6３５人（令和６年）で、平成28年をピークに、減少傾向にある。

（４）依存症専門医療機関（アルコール健康障がい）の選定

府内における依存症の医療体制の強化を図るために、「大阪府依存症専門医
療機関・依存症治療拠点機関選定要綱」により、依存症専門医療機関と依存
症治療拠点機関を選定（政令市内の医療機関は、政令市において選定）。
現在、依存症治療拠点機関として大阪精神医療センター、依存症専門医療機
関（アルコール健康障がい）として治療拠点機関を含む18医療機関を選定
（政令市選定含む）。
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圏域 医療機関名

豊能 　　　ー

三島 新阿武山病院・新阿武山クリニック

北河内 大阪精神医療センター（※治療拠点機関）

中河内 東布施野田クリニック・東大阪山路病院

南河内 結のぞみ病院

堺市 金岡中央病院・えんどうこころのクリニック

泉州 新生会病院・阪和いずみ病院・久米田病院・浜寺病院

大阪市
藤井クリニック・小谷クリニック・悲田院クリニック・
とじまクリニック・咲く花クリニック・西浦クリニック



３．アルコール健康障がい（依存症）の状況

（５）依存症専門医療機関（アルコール健康障がい）での入院者数・外来受診者数

府内の依存症専門医療機関（アルコール健康障がい）での入院患者数及び外来受診患者数について、入院患者数はおおむね横ばい、外来患者数は

減少傾向である。

＜入院患者数＞

＜外来受診者数＞

※「人数」については、年度ごとの実人数を集計。ただし、外来
受診者数の人数 （R2～R3）については、一部医療機関
で誤報告があり参考値扱い

【出典】依存症対策全国センター調べ

身体科 ・精神科医療機関とアルコール専門医療機関の連携強化を目的に、身体科における簡易介入法や連携方法についてのマニュアルを作成のうえ、研修等

の機会を通じて周知し、活用を図った。医師を対象としたアルコール健康障がい研修会等の受講者は、平成29年度から令和７年12月末時点までの累計で

計1,161人となっている。

（６）身体科・精神科医療機関とアルコール専門医療機関の連携強化
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年度 入院者数（人） うち新規人数（人） 専門医療機関選定数

2年度 1,190 759 14

3年度 1,152 647 15

4年度 1,132 677 15

5年度 1,188 667 15

6年度 1,104 665 15

年度 人数（人）※ うち新規人数（人） 延べ人数（人） 専門医療機関選定数

2年度 (14,939) 1,762 153,986 14

3年度 (11,130) 1,791 147,962 15

4年度 7,224 1,979 146,750 15

5年度 6,951 1,838 131,649 15

6年度 6,900 1,763 122,491 15


